国際私法I　2009年度期末試験 (高橋宏司担当)
第一問

XとYは有効に婚姻したが、離婚したいと考えている。以下の独立した各問いに答えなさい。

(1) Xは甲国籍と乙国籍を有し、Yは日本国籍と乙国籍を有している。XとYは共に甲国に常居所を有しているが甲国内で別居している。両者の離婚の準拠法は何国法か。(期末試験総計80点中5点)
(2) XとYはともに、甲国籍を有し、乙国に常居所を有している。甲国では、身分関係問題について、宗教によって異なる法秩序を並立させており、Xの信仰する宗教であるα教徒にはα法、Yの信仰する宗教であるβ教徒にはβ法が適用されるが、宗教の異なる者同士の婚姻・離婚・養子縁組・縁組の解消などには世俗法であるγ法が適用されることとなっている。XとYの離婚に適用される法は何か。(5点)
(3) XとYはともに、甲国籍を有し、日本に常居所を有している。しかし、Xの度重なる不貞行為により不仲となり、両者間に、離婚および財産分与などの付随問題につき合意ができている。甲国法の下では、協議離婚が認められておらず、不貞行為など具体的に法定された離婚原因がある場合に裁判離婚が許される。XとYの間では、この法定離婚原因があることについても争いがない。Yは日本で調停を申立てることにより、Xと離婚できるか。なお、日本の国際裁判管轄の有無については論じなくてよい。(15点)
(4) XとYはともに、甲国籍を有し、日本に常居所を有している。両者間には、婚姻中に両者が署名した書面で日付を記載したものにより、Xが婚姻前から乙国に有していた不動産に関する夫婦財産制について乙国法による合意がある。夫婦が婚姻前から有していた不動産について、甲国法の下では夫婦がそれぞれの特有財産として保有するが、乙国法の下では夫婦の共有財産となる。離婚に伴う財産分与においては、甲国法の下では、婚姻中の特有財産は分与の対象とならず、婚姻中の共有財産は等分に分割されるのに対して、乙国法の下では、夫婦が婚姻前から有していた不動産は当時の所有者の単独所有に帰することになっている。Xが婚姻前から乙国に有していた不動産について、(i)婚姻中の所有関係はどうなっているか、(ii)日本においてXとYの離婚裁判がなされれば、財産分与はどのように行われるか。なお、甲国・乙国の国際私法は、日本の「法の適用に関する通則法」と同じ規定となっている。(25点)
第二問

日本人女Xは男A(甲国と乙国の二重国籍)と婚姻して、長年、日本で共に生活し、内助の功によりAの仕事を支えてきた。Aの定年退職後に二人は乙国に移住したが、Aは、日本人女Yを愛人とし、高価な金品を与えるようになった。そのようにして数年間を乙国で過ごした後、Aは、Yに全財産を遺贈する目的で、その旨の遺言をし、乙国の国籍を放棄した。間もなくAは死亡し、Xは日本に帰国した。Aはそのほとんどの財産を日本に遺して死んだが、それらはYが占有しており、Xは生活費にも困窮するようになった。遺言による相続財産の処分は、日本法・甲国法・乙国法のいずれの下でも有効であるが、Aの相続に日本法が適用されれば、Xは2分の1の遺留分を有することとなり、乙国法が適用されれば、3分の2の遺留分を有することとなるのに対し、甲国法が適用されれば、Xに遺留分は認められない。本件において、Xの遺留分の割合はいくらになると考えられるか。なお、Aの遺言の有効性に問題はないとする。また、甲国と乙国の国際私法は、相続は被相続人の死亡時の本国法によるとしている。(30点)
